
上部構造の目標応答性能を満足する免震設計法に関する研究 
その 4 モードパラメータから実モデルパラメータへの変換方法 

Research on the base isolation design method satisfied the target response of the superstructure 
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This paper describes the creation method of conversion ratio formulas. It targets at high-rise buildings which can’t be 

replaced with a super structure as rigid-body, and is intended converting simply mode parameters into actual model 

parameters. 

  

4.1. はじめに 

 前報で，免震層のモードパラメータから実パラメ

ータの変換に「変換倍率図表」を利用した設計方法

を示した．本報では，その作成方法及び変換精度に

ついて示す． 

4.1.1.変換倍率式の位置づけ 

上部構造周期 Ts,1st が長い高層モデルを設計する

場合，風等の影響を受けない様に，免震層周期 Teq,b

との周期比 Teq,b/Ts,1stが約 2.2 倍以下とする必要があ

る．その為，上部構造は剛体置換不可能となり，初

期剛性及びバイリニア係数，塑性率，粘性減衰定数

で構成される免震層性能の組合せを変え，複素固有

値解析の収斂計算より，モードパラメータから免震

層パラメータを求め直す必要がある．これに対して，

この煩雑な操作を必要としない式である．  

4.2. 変換倍率式の作成方法 

対象範囲は，周期比 Teq,b/Ts,1st=1.5~2.2，Figure4.1

の弾塑性要素からモードバイリニア係数
d

p

=0.05~0.40，モード塑性率
d

 =5.0~20.0 とする． 

4.2.1. 2 質点系による複素固有値解析の収斂計算 

変換倍率の算出例を示す．高層モデルを想定し，

上 部 構 造 質 量 ms=69,972[ton] ， 免 震 層 質 量

mb=3,210[ton]，上部構造周期 Ts,1st =2.5[s]とし，周期

比 Teq,b/Ts,1st=1.6 より免震層周期 Teq,b=4.0[s]を決定す

る．応答性能設計図表より決定する 1 次モードのモ

ードバイリニア係数
d

p =0.20，モード塑性率
d



=10.0 と設定する．この 2 質点系の複素固有値解析

より，1 次実効周期 T´1st =4.691[s]となる．そして，

系の 1 次固有値が設定した
d

p ,
d

 及び実効周期

T´1st[s]となるまで免震層性能の仮定を繰り返し，収

斂計算を行う．(Table4.1，4.2) 

 

Fugure4.1 2 質点系化及びモード性能 

 次に，決定した免震層性能と複素固有値解析結果

の比から初期剛性 γk及びバイリニア係数 γp，塑性率

γμの変換倍率を(4-1)～(4-3)式より計算する． 

Table4.1 収斂計算より決定した免震層性能 

 

Table4.2 複素固有値解析結果(1 次) 
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4.2.2.変換倍率式及び図表の作成 

 求めた各変換倍率を周期比別，塑性率毎に散布図

を作成する．以下に変換倍率式の作成手順を示す． 

① 散布図に形式を統一した近似式を作成する．

 (例: bpay
d




) 

② ①の近似式の係数を縦軸，周期比が横軸とした

散布図を新たに作成し，形式を統一した近似式

を作成する． (例:  Bst,sb,eq TTAa 1 ) 

③ ②の近似式の係数を縦軸，塑性率を横軸とした

散布図を新たに作成し，近似式を作成する． 

④ ②及び③で作成した係数の近似式を①の近似

式に代入し，変換倍率式を作成する． 

例として手順①の近似線を下図(Teq,b/Ts,1st=1.6)に

示す． 

𝛾𝑘 
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モードのバイリニア係数𝑝𝑑̅̅ ̅ モードのバイリニア係数𝑝𝑑̅̅ ̅ 

Figure4.2 初期剛性 Figure4.3 バイリニア 

係数 

1:日大理工・教員・建築 2:日大理工・院（前）・建築 3:日大理工・学部・建築 
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𝛾𝜇 

  

但し，変換倍率式は，

塑性率 13.5 で場合分け

し，以下に示す． 
モードのバイリニア係𝑝𝑑̅̅ ̅ 

Figure4.4 塑性率 

𝝁𝒅̅̅̅̅ =5.0~13.5 の場合 

 初期剛性 
)0463.4)log(5497.3(

143.4
)71.191(





d

s

b
dk

T

T




  

 

4923.1)log(223.0

)0749.8)log(5254.6(








d

s

b

d T

T

dp





 

 















 2959.4)log(0423.1

)4946.1)log(2575.1(
d

s

b
d

T

T




 (4-4) 

 バイリニア係数 

)log()2963.1)log(0669.1(
84.1)log(0332.0

d
s

b
dp p

T

T d































 17.0)log(6087.0log)9413.0)log(483.0( d

s

b
d

T

T
  (4-5) 

 塑性率 
1543.0

414.4
2155.1

)00724.0(
d

s

b
d

T

T


  


    

 

2677.2)log(143.0

)5443.5)log(3281.7(





d

s

b
d

T

T

dp





 

 














 518.1)log(349.0

)3.2)log(16.0(
d

s

b
d

T

T




 (4-6) 

𝝁𝒅̅̅̅̅ =13.6~20.0 の場合 
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Figure4.5 変換倍率図表 

 

Table4.3 変換倍率式の精度検証 

 

 

 

 

 

4.2.3.変換倍率式と収斂計算結果の標準偏差 

Table4.3より，塑性率の μd=20以外で標準偏差は 0.10

以内となり，良好な精度を確認できる．但し，固有

値が収斂しないパラメータの組合せも存在する為，

設計上想定される範囲で検証を行った． 

4.3.まとめ 

 本報では，モードパラメータから実際の免震層パ

ラメータに戻す操作となる複素固有値解析の収斂

計算を不要とする変換倍率式及び図表の提案を行

った．  
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